
資料1－1  

平成19年国民生活基礎調査の計画案ポイント  

1 調査方法の変更  

・世帯票及び介護票を「他計」  

（平成16年）  

世帯票   他計  

健康票   自計  

介護票   他計  

所得票   他計  

貯蓄票   自計  

から「自計」へ  

（平成19年）   

→   旦丑   

→  自計   

→   旦丑   

→  他計   

→  自計  

2 調査項目の見直し  

（1）心の健康の把握（健康票）  

気分・不安障害などの心の健康の実態を把握するため、測定基準（K6）を追加し、   

心の健康状態を測定するとともに悩みやストレスの原因の整理と相談状況を把握する。  

（2）病気やけが等で支払った費用の範囲の見直し（健康票）   

「病気やけが等で5月中に支払った費用」は、家計支出のうち、どれくらいを占め  

るのか、家計の負担感を把握することを目的としている。   

疾病予防を重視する施策の方向性も踏まえ、病気やけがで支払った費用の他に病気  

の予防等を目的として医療機関に支払った費用も把握し、家計の負担感を把握するこ  

ととする。  

（3）就労関係の情報を縮減（世帯票）   

平成19年の大規模調査においては、就業構造基本調査が実施されることから、調  

査項目の重複是正についての調整を行い、必要最小限の事項とする。   

（削除及び主な変更点）  

①「現在の主な仕事に就いた時期」‥・削除  

②「職業分類番号」及び「企業規模・官公庁の別」…削除  

③「仕事なし」について希望する仕事の形について、「仕事を探している・  

探していない」に関わらず回答を求めるよう変更   



資料1－2  

平成19年国民生活基礎調査の概要（案）  

1 調査の目的   

本調査は、保健、医療、福祉、年金、所得等国民生活の基礎的事項を調査し、厚生労働省の所  
掌事務に関する政策の企画及び立案に必要な基礎資料を得るとともに、各種調査の調査客体を抽   
出するための親標本を設定することを目的とする。   

2 調査の対象及び客体   

全国の世帯及び世帯員を対象とし、世帯票、健康票については、平成17年国勢調査区から層  
化無作為抽出した5，440地区内のすべての世帯及び世帯員を調査客体とする。   

介護票については、前記の5，440地区から層化無作為抽出した2，500地区内の介護保   
険法の要介護者及び要支援者等を調査客体とする。   

所得票、貯蓄票については、前記の5，440地区に設定された単位区から層化無作為抽出し   
た2，000単位区内のすべての世帯及び世帯員を調査客体とする。  

3 調査の時期   

世帯票、健康票、介護票   
所得票、貯蓄票  
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4 調査事項   

世帯票 別居の親・子への仕送り、性、出生年月、世帯主との続柄、配偶者の有無、公的年金  
・恩給の受給状況、仕事の有無、勤めか自営かの別、就業時間・通勤時間、就業希望の  

有無、別居の子の有無等   
健康票 入院・入所の状況、自覚症状、治療の状況、通院・通所の状況、傷病名、支払った費  
用、日常生活への影響、就床日数、健康意識、こころの状態、悩みやストレスの状況、  
健診受診状況等   

介護票 調査票の回答者、介護が必要な者の性別と出生年月、要介護度の状況、居宅サービス  

の利用状況、介護保険によるサービスを受けていない理由、介護保険料所得段階、介護  

費用の負担力等   

所得票 所得の種類別金額、課税等の状況、生活意識の状況等   
貯蓄票 貯蓄現在高、貯蓄の増減の状況、借入金残高等   

5 調査の方法  

（1）準備調査については、調査員が平成17年国勢調査区要図に基づいて、受持ち調査地区を  

巡回し、調査地区要図及び調査世帯名簿を作成する。  
（2）世帯票、健康票、介護票、貯蓄票は、あらかじめ調査員が配布した調査票に世帯員が自ら  

記入し、後日、調査員が回収する。ただし、健康票、貯蓄票については、密封方式とする。  

（3）所得票は、調査員が世帯を訪問し、面接聞き取りの上、調査を実施する。  

6 調査の系統  

（1）世帯票、健康票、介護票  
厚生労働省一都道府県＋ 保健所  

」捧健聯置雷」  
調査員一 世帯  

（2）所得票、貯蓄票   

厚生労働省一都道府県  福祉事務所一指導員   調査員一世帯  

L要義願望毘弼簡酎  

7 集計及び結果の公表   

集計及び結果の公表は、厚生労働省大臣官房統計情報部が行う。   

調査結果は「平成19年国民生活基礎調査の概況」及び「平成19年国民生活基礎調査（報告書）」   

として速やかに公表するとともに、厚生労働省ホームページ（ht申：〝ⅣⅥW．mhlw．g可p／）に掲載する。   



資料1－3  

平成19年調査の体系（案）  

平成19年の6月と7月に実施予定の国民生活基礎調査（世帯票、健康票、介護票、  

所得票、貯蓄票）は、次のような体系で行う。   

また、本調査を親標本とした後続調査は、次のとおり。  

4月23日（仮）から準備調査開始 ［地区確認等］  

6
月
7
日
調
査
実
施
 
 

2007年社会保障・人口問  
題基本調査「第2回社会  
保障生活調査」  
＜国立社会保障・人口問題研究所＞  

300地区  

7月実施  

7月12日実施  

10月実施  

公的年金加入状  
況等調査  

＜社会保険庁＞  

1800地区  

国民健康・  
栄養調査  

＜健康局総務課＞  

300単位区  

11月実施   




